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被告 国は，本準備書面 において，原告 らの2017（ 平 成29） 年10月2

4日 付 け準備 書 面 （50） （以 下 「原 告 ら第50準 備 書 面 」 とい う。） に対 し，

必要 な範囲で反論す る。

なお，略語 につ いて は，本準備 書面で新 たに用 い るもののほかは，従前の例

による。参考までに本準備書面の末尾 に略称語句使用一覧表 を添付す る。

第1は じめ に

原 告 らは， 国 際原 子 力機 関 （以下 「IAEA」 とい う。） が平 成27年9

月 に公 表 したIAEA福 島第 一原 子力発 電 所 事故 事務 局長報告書 （以下 「I

AEA事 務 局 長 報 告 書 」 とい う。 甲A第137号 証 ）及 び そ の附 属 文 書 で

5巻 か ら成 る技 術 文 書 の うちの 第2巻 （以 下 「IAEA技 術 文 書2」 とい

う。 甲A第157号 証 及 び 第158号 証 の1） は ， 従 前 の原 告 らの主 張 を

強 固 に裏付 けるもので ある と主張す る （原告 ら第50準 備 書 面 第1の5・

10ペ ー ジ以 下）。

この点 ，IAEA事 務 局長 報 告 書やIAEA技 術 文書2に は ，IAEAの

真 意 は ともか く， あ た か も福 島第一発電所事故前 か ら津波ハザー ド評価 手

法 に関す る国際慣行 な るものが存在 し，我が国が これ に沿わない方法 で津

波ハ ザー ドを評価 していたかの よ うな記載 があるが， これ らはいずれ も誤

りで ある。 また，原告 らは，IAEA技 術 文 書2が 福 島第 一発 電所 事 故 の

後 に形 成 され た知 見に基 づいて被告 国の規制 の在 り方 な どを評価 してい る

こ とを正解せず に，IAEA技 術 文 書2の 記 載 内容 を 自己 に有利 に恣 意的

に引用 してい る。

したがって，IAEA技 術 文 書2やIAEA事 務 局長 報告 書 を もって原 告

らの従 前の主張が補強 され る とはいえない。

以下，詳述す る。
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第21AEA事 務局 長報 告書 及 びrAEA技 術 文書2に つ いて

11AEA事 務 局長 報 告書 の 作成経 緯 及 び 目的について

IAEAの 天 野 之 弥 事 務 局 長 は， 福 島第 一 発電所事故後 の平成24年9

月 のIAEA総 会 に お い て ，福 島第 一 発 電 所 事 故 に関す る報告書 を作成す

るこ とを発表 し， これ を受 けて，以後 ，IAEAに 加 えてOECD／NE

A（ 経 済 協 力 開発 機 構i／原 子 力機 関），UNSCEAR（ 原 子 放射 線 の影 響

に 関す る 国連 科 学委員 会）等の参加 を得 て設 置 され た国際諮 問委員会 （I

TAG） にお いて ，調 査検 討 が行 われ た。

国際諮 問委員会には 「事故の詳細 と背景」，「安全性評価」，「緊急時対応 」，

「放射線影響」， 「事故後対応」 のテーマ ご とに5つ の ワー キ ン グ ・グル ー

プ が設 置 され ，各分野それぞれ において検討 が進 め られ，その検討結果 と

して取 りま とめ られ たのがIAEA事 務 局 長 報 告 書 で あ り， 平成27年6

．月のIAEA理 事 会 に か け られ ， 同年9月14日 か ら同月18日 ま で行 わ

れ たIAEA総 会 にお い て公 表 され た もので あ る。

IAEA事 務 局長 報 告 書 には ，巻 頭言 と して， 「本報告書 は，世界 中の政

府，規制 当局及 び原子力発 電所事 業者 が，必要 な教 訓に基づい て行動 を と

れ るよ うにす るた め，人的，組織 的及 び技術 的要 因を考慮 し，何が， なぜ

起 こったのか につ いての理解 を提供す るこ とを目指 している」 （甲A第13

7号 証 の巻 頭 言 ） と記載 され て お り，同報 告書 が，原子力事故 とそ の検証

を踏 まえて，将来 に向 けて必要 な教訓 を導 き出 し， これ を世界 に向けて提

供す ることを 目的 とす る旨が表明 されてい る。 この点，同報告書 の巻頭言

には，福島第一発電所事故 によって， 日本 の規制 の枠組み にお ける幾つ か

の弱点が明 らかになった ，発電所の設計，緊急 時への備 え と対応 の制度 ，

重大 な事故へ の対策 の計画 な どの点で も幾つか の弱点が あったな どとの指
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摘がされているが，これ らは，未曽有の原子力災害 として現実に発生 して

しまった福島第一発電所事故を踏まえて，二度 とこのような原子力事故を

発生させないために，同事故発生前の規制の在 り方，シビアアクシデン ト

対策に関 して，事故防止 とい う観点からみた問題点を原因分析的なアプロ

ーチにより事後的に洗い出し，今後に向けた改善点を指摘 したものであっ

て，そ もそも，事故が発生す る前において，被告国や事業者が，結果回避

のための行為規範，法的義務 として，何 をす るべきであったかについて触

れたものではない。 このことは，IAEA事 務局長報告書の編集注記にお

いて，「いかなる個人又は主体による作為又は不作為についても，法的又は

その他を問わず，責任の問題を扱 うことを意図す るものではない。」 と記載

されるなど （甲A第137号 証196ペ ージ），同報告書が全ての個人又は

主体に対す る法的又はその他の責任問題を扱 うことを意図 して作成 された

ものでないことが明確に示されているところからも明らかである。

このように，IAEA事 務局長報告書は，福島第一発電所事故の法的責

任 を追及することを目的 として作成 された報告ではなく，同事故の状況や

原因に関する理解 を広く共有す るとともに，同事故を踏まえて導かれた教

訓を世界に向けて提供 し，今後，IAEA加 盟国がかような教訓に基づい

て適切な対応ができるようにすることを目的 とした未来志向の文書 とい う

べきである。それゆえ，IAEA事 務局長報告書に 「教訓」 として記載 さ

れた各措置 も，被告国の法的責任の前提 となるよ うな福島第一発電所事故

時点で予見可能な措置ではなく，同事故によって初めて得 られた知見，す

なわち，同事故前の知見では到底採 り得ない措置であって，同事故後に初

めて判明 した教訓も数多 く含まれている。 よって，IAEA事 務局長報告

書をもって福島第一発電所事故における被告国の予見可能性が導き出せ る

とはいえない。
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もとよ り，IAEAは ，国 際機 関 とい う立場 上 ，国 際的 に通用 してい る手

法 ，慣行 との対比 とい う視点 に立つ ことが 中心 とな り，個 々の地域 におけ

る手 法や慣行 の当否 につ いて，地震 の頻度や規模 ，歴史的 な記録 の充実度

に応 じた きめ細や かな検討 がな され ることが期待 しに くい。そのた め，地

震 国で あ り，かつ，歴史的記録 もある程度存在す るとい う我が国の独 自性，

固有性 に依拠 した手法の 当否 につ いて， きめ細や かな検討 をす ることも十

分 には期待 し難い とい う面がある。

これまでも述べてきたとお り，本件訴訟で争われているのは，福島第一発電

所事故発生前における行為規範 としての被告国の法的義務 の有無であるとこ

ろ，上記の とお り，IAEA事 務 局長報告 書は，福 島第 一発電 所事故の発生を

踏まえた事後的な原因分析 とその評価を 目的 とす るものであったか ら，それを

根拠に直ちに被告国や事業者の法的責任や法的義務 を導 くことはできない。

21AEA技 術 文書2の 意 義 及 び構 成等 につ いて

IAEA事 務 局長 報告 書 は ，要約 及 び概 要報告書 によ り構成 され ている と

ころ，後者 は5巻 の詳 細 な技術 編 と呼 ばれ る文書等の内容を引用 している。

IAEA技 術 文書2は ， この5巻 の詳 細 な技 術編 の うち の第2巻 で あ る。

IAEA技 術文 書2は ， 「SafetyAssessment」 す な わ ち 「安 全評価 」 にっ

い て記 載 した文書で あるが，その うち， 「2．1外 部 事象 との 関連 にお け る

発 電 所 の評価 」の項 目が，地震や津波 等の外部事象 に関す る安全評価 にっ

いて記載 された部分で あ り，原告 らが提 出 してい る抄訳文書 （甲A第15

8号 証 の1） も同項 目を和 訳 した もの で ある。

そ して，上記 の項 目は，以下の とお り，8つ の章 か ら：構成 され て い る （原

告 らの和訳に従 う。）。

2．1．1． サイ ト特性 ：福 島サ イ トの設 計基準の再評価 と，主プラン

ト地盤高の選定
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この うち，

震 に関す る内容 と津 波に関す る内容が区別 して記載 され てい る。

この点，地震ハザー ドに対す る検討事項 の概略 を述べた 「2．1．2．1．

地 震 ：ハ ザー ドと設 計 上 の検討 事項」 において は，地震 に関連 したIA

EAの 指針 等 と して ，安全 シ リー ズNo．50－SG－S1「 原 子 力 プ ラン ト立地 に

関連 す る地 震 と付随す る問題」が昭和54年 に ， そ の 後 ，平 成3年 に は，

その 内容 が大 幅 に改 訂 され た安全シ リーズNo．50－SG－S1（ 改訂 版 ） が刊 行

され ，更 に最 新 版 として，平成22年 に刊 行 され たIAEA安 全 基 準 シ リ

ー ズNo ．SSG－9「 原 子力 施設 のサイ ト評価 にお け る地震ハザー ド」において，

2． 地震 ・津 波 ハ ザー ド評 価 及 び設計の諸項 目に関連す る国際

安全基準

2．1． 地震 ：ハ ザ ー ドと設 計 上 の検 討事項

2．2． 津波 ：ハ ザ ー ドと設 計上 の検 討事項

3． 地震 ・津波 ハ ザー ドと設 計諸 項 目に関連す る 日本国内の規

制慣行

3．1． 地震

3．2． 津波 と外 部 浸水

4． 地震 ハ ザー ドの設 計基 準 と再 評価 ，及び福島第一原発 の供

用寿命 中に取 られた是正措置

津波ハザー ドの設計基準 と再評価 ，及び福島第一発電所 の

供用寿命 中に取 られた是正措置

複数基型サイ ト，同一地域 内の複数サイ トにおける激甚外

部事象

ま とめ

考察 と教訓

「2．1．2． 」 ない し 「2．1．5． 」 の各 章 にお いて は，地
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地震 に関す る基準等 を定めた ことが記載 されてい る （甲A第158号 証 の

1・8ペ ー ジ）。

これ に対 し，津 波 に つ いては， 「2．1．2．2． 津波 ：ハ ザ ー ドと設

計 上 の検討 事項」 において，津波に関連 したIAEAの 指 針 等 と して，I

AEA安 全 基 準 シ リー ズNo．NS－G－1．5「 原 子 力 発 電所 の設 計 にお け る地震

以外 の外部事象 （2003）」 及 びNo．NS－G－3．5「 沿岸 ・河 川 に立 地す る原 子

力 発 電所 の浸水ハ ザー ド （2003）」 が平成15年 に刊行 され ， そ の後 ，No．N

S－G－3．5は ，平 成24年 にSSG－18「 原 子 炉 等 施 設 の 立地 評 価 にお ける気

象 ・水理ハ ザー ド」 として最終改訂 された 旨が記載 されてい るが （甲A第

158号 証 の1・9ペ ー ジ）， か か る指針 の 中で 津波その ものに特化 して検

討 した もの は存在せず，その他 ，福 島第一発電所事故 までに，IAEAに

よ って 津 波 のハ ザ ー ド評 価 手 法 について具体的な内容 を伴 う指針 が示 され

たこともなかった。

この よ うに，指針類 に関す るIAEAの 検 討 経 緯 に は ， 地震 と津 波 とで

大 きな違 いがあるのであって，IAEA事 務 局長 報 告 書 及 びIAEA技 術

文書2を 正 しく理 解 す るた め に は，IAEAが ， 指針 類 を示す 上 で ，地 震

とそれ 以外 の外 的事象 （津波 な ど） を明確 に分 けて捉 えていた こと，福 島

第一発 電所 事故 以前 に津波のハザー ド評価 手法 につ いて具体的 な内容 を伴

う指針 を示 した り，津波のハ ザー ド評価手法 につ いて地震 と同様 のハザー

ド評価手法 を用い るよ う推奨す ることもなかったことに留意すべ きである。

第31AEAが 述べる津波ハザー ドの評価手法に関する国際慣行は，福島第

一発電所事故発生当時存在 しなかったか ら，これを根拠に原告らの主張が

補強されるとはいえないこと

1原 告 らの主張
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原告 らは，IAEA技 術 文 書2の うち ，以 下 の記 載 を引用 し， 「IAEA

の示 す 一 般 的 な 国 際慣 行 で は ，歴 史上 のデー タを得 るこ とがで きない場合

には，安全 寄 りの仮 定を追加 し，決 定論的手法 を用い るこ とによ り年 間発

生頻度 の非 常に低 い激甚事象 の発生可能性 を勘案す る。被 告国の主張は，

国際慣行 に も一致 してい ない。」 （原告 ら第50準 備 書 面11ペ ー ジ ） な ど

と主 張す る。

「日本 国 内の手法 と国際慣行 との齪酷 を指摘 してお きたい。前節 で述べ た

とお り，1960年 代 と1970年 代 に は， 地 震 とそ れ に付 随 す る （津波

な どの）ハ ザー ドの推定手法 を適用す る際 には，歴 史記録 を用い るのが一

般的な国際慣行であった。 この手法 は基本的に，決定論的な ものであった。

安全 シ リーズNo．50－SG－S1に 詳 述 され てい る よ うに，歴 史 記録 のある最大

の震度 または規模 に上乗せ し，そ の よ うな事象がサイ トか ら最短 の距離 で

起き ると想 定す ることに よ り，安全余裕 を大 きめに取 るこ とで，年 間発生

頻度 の非 常に低 い，未実測 の激甚事象 に関す る情報 の欠 如 を補 うのが国際

慣行 であった。比較的短い実測期 間では，最大値 が得 られていない可能性

があ ることを割 り引いて考 えるた めであるが， 日本 では これ が行 われ てい

なか った。」， 「この手法 （引用者注 ：津波評価技術の よ うな既往最大 に基づ

く手法）では，以下の各点に留意す る必要 があ る。 （中略）わず か数百年 と

い うごく近年 の歴史記録 しか用いてい ない こ と。激甚 事象 （代表 的には再

来 間隔1万 年 規 模 ） の発 生 可 能性 を勘 案 す る必要性 について，安全寄 りの

仮定 を設 けてい なか った こと。」 （原告 ら第50準 備 書 面11及 び12ペ ー

ジ， 甲A第158号 証 の1・11，12及 び26ペ ー ジ）

2被 告 国の 反論

（1）は じめ に

前 記1の 引用 部 分 に よ る と， あた か も安全 シ リーズNo．50－SG－S1（ 丙
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A第126号 証 の1， 翻 訳 版 につ き丙A第126号 証 の2。 以 下 同 じ。）

が刊行 され た昭和54年 頃 には ，津波 のハ ザ ー ド評 価 手 法に関す る国際慣

行 として，歴史記録上の最大震度又は規模 に上乗せ を した上で，そのよ う

に上乗せ された津波が原子炉か ら最短距離 で起きることを想定す るとい う

ものが存在 した とい う趣 旨に も読 め る。確 かに，地震動 については，震

度又は規模 を上乗せす ることや最短距離で発生す ることを想定す るとい う

国際慣行が存在 したが＊1，これ は，地 震動 につい て のみ通用す るものであっ

た。 したがって， これ を津波 に直接適用 できるハザー ド評価 手法で ある

としてい る点において，上記の記載は明 らかに誤 ってい る。

また，前記1の 引用 部 分 の とお り，IAEA技 術 文 書2は 「この 手 法

（引用 者 注 ：津波評 価技術 のよ うな既往最大 に基づ く手法）では，以下の

各点に留意す る必要がある。わずか数 百年 とい うごく近年 の歴史記録 しか

用いていない こと。激甚事象 （代表的には再来間隔1万 年 規模 ） の発 生 可

能 性 を勘 案 す る必要性 につい て，安全寄 りの仮定 を設 けていなか った こ

と。」 と記載 してい るが，そもそ も，IAEA技 術 文 書 が上 記 引用 箇 所 で

「この手 法」 と指摘 しているのは，当該箇所の直前を読 めば明 らかな とお

り， 「既知の有史デー タだけを用いて」 「設計基準 の決定に適用 されていた

手法」であって，津波評価技術 のこ とを指 してはいないか ら，原告 らの注

＊1我 が国 において は，か よ うな国 際慣 行 にのっ とった運用が行 われ て いた （例 えば，福 島第一発

電所 の耐震 バ ックチ ェ ックにおい ては，地震 地体構 造 〔いわ ゆる萩原 マ ップで は 「地震地体構 造」

とは，地 震 の起 こ り方 ［規模， 頻度 ，深 さ，震源 モデ ル な ど］ に共通性 の あ る地体構 造 をい う。〕

のG3領 域 の陸側境 界 付近 の福 岡県 沖 で， 昭和13年 に3回 発 生 した塩 屋崎 地震 群 〔最大 マ グニ

チ ュー ド7．5〕 が連動す るもの と仮想 した際，規模 を上乗せ してマ グニチ ュー ド7．9の 検 討用

地震動 と して評価 してい る。）。
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記 は読 み手 を誤導す るものであって不 当である。 さらに，後記第5で 詳

述す る とお り，津 波 に関 して， 「激甚事象 （代表的には再来間隔1万 年 規

模 ） の発 生 可能性 を勘案 す る必要性 について，安全寄 りの仮定を設 け」る

よ うな国際慣行 は存在せず，IAEAが そ の よ うな こ とを推 奨 して い た

形跡 も見当た らない。

以下，個別 に詳述す る。

（2）前 記1のIAEA技 術 文 書2の 引 用 部 分 は ， そ の 内 容 自体 が 誤 りを含

む ものであるか，福 島第一発 電所事故 によ り初 めて得 られ た知見 に基づ

くもので ある こと

ア まず ，昭和54年 当時 ， 津 波 ハ ザ ー ドの評 価 手 法 について，IAE

A技 術 文書2が 述 べ る よ うな 国際慣行 な どは存在 しなかった し，IAE

A自 体 ，津 波ハ ザ ー ドの評 価 手法 について，具体的に取 り上げた り，特

定の見解 を紹介 ・推奨 した りす ることもなく，津波 のハザー ド評価手法

について，地震 と同様 のハザー ド評価 手法 を用い るよう推奨す ることも

なかった。

す なわち，上記 のIAEA安 全 シ リー ズNo．50－SG－S1の 記 載 上 も，

抽 象 的 に，「過 去 の津 波また は似た よ うな現象を示す歴史的記録の評価」，

「沖合の地震 または火 山活動の徴候 の調査」及 び 「た とえ，歴史的な津

波の記録 がない場合で も，地震 が活発 なエ リアか ら発生す る津波 に，サ

イ トが どの程度，被害 を受 けやすいかの調査」を予備的調査 として行い，

それ に よって潜在 的に津波の リスクが示 された場合 には， さらに， 「そ

の地域，サイ ト周辺 と似た よ うな地形お よび海底地形 を伴 う，その他 の

沿岸部 」等 にお ける津波の発生 と強度 に関す る証拠収集 ，「沿岸地方 か

ら，大陸棚 の端までの地形お よび海底地形 」に関す るデー タ収集， 「サ

イ ト周辺 にお ける津波 の動 きを推 定す る目的」の 「適切 な分析的，物理
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的モデル」の構築 を行 うな どの詳細な調査を した上で，「サイ ト周辺で，

最 も厳 しい結果 をもた らす可能性 のある，遠方の津波発生源 を特定」し，

「発生源エ リアの各々について，津波の強度デー タ」 を収集すべ きな ど

と記載 されてい るだ けで （丙A第126号 証 の1・24な い し26ペ ー

ジ， 同号証 の2・36及 び37ペ ー ジ）， 地震 にお け る考 慮 要 素 として

当然であった過去 の事象の収集や分析，それを踏まえた予測に関連す る

事項が抽象的 に列挙 されていたにす ぎない。 また，同安全 シ リーズ （丙

A第126号 証 の1及 び2） で は ， 「5地 震 に よっ て発 生す る波 」 に

おい て，津波 について も記載 が され てい るが，津波 については主 に歴史

記録 に基づ く調査等について述べてい るのであって，少 な くとも，津波

に関 して，上記地震の震源 の ように地震 が活発 な構造上 （seismically

activestructure） の領 域 ，又 は ，地震 地 体構 造 区分の境界部 （seismo

tectonicprovinces） にお い て， サ イ トに最 も近 い位 置 に設定すべ き と

な どとす る記載 は され ていない。 これ は，IAEA技 術 文 書2が 述 べ

る上記1の 記 載 が ，津 波 の 評価 モ デ ル と して，歴史記録 上の最大震 度

又 は規模に何 らかの上乗せ をし， これが最短距離で起 きることを想定す

るとい うものでは全 くない ことを意味す るのであって，上記安全シ リー

ズの記載 の評価 手法 も，津波の評価 に関 し国際的 に一般的 に採 られ て

いた ものであることを裏付けるよ うなものではなかった とい うべきで あ

る。

この点，佐竹教授が，その意見書 （2）（丙B第16号 証 ）にお い て，「I

AEAが1960年 ない し1970年 代 にお いて津 波ハ ザ ・一 ドの評価手

法 について具体的 に取 り上げた ことはなかった し，ま してや，基準断層

モデル の波源 の位置設定 について，原子炉に最 も近い位置に波源 を移す

とい う見解 を紹介 した り，推奨 した りした とい うことはない。津波ハザ
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一 ドの評価手法に限って言 えば，そもそ も1960年 な い し1970年

代 に国際 的 な実務 の慣 行 な るものは存在 しなかった。」（同号証3ペ ー ジ）

と述 べ てい るの も， 同様 の趣 旨であ る。なお，佐竹教授 は，地震津波 に

関す る学 問的知見の進展 について， 「1960年 代 はプ レー トテ ク トニ

クス説 に よるプ レー ト間地震の考 え方 が提 唱 され始 めた時期 であ り，1

960年 のチ リ地 震や1964年 のア ラスカ地震 の規模 がマ グニ チュー

ド9ク ラス で あっ た こ とが 明 らか に なったのは， しば らく後の1970

年 代後 半で あ った。 そ して ，津波 に関 し，計算機 による津波の発生 ・伝

播 のシ ミュレー シ ョンが一般的 に行 われ るようになったのは，1980

年 代 以 降 の こ とで あ る。」 （同号証5ペ ー ジ） とも述 べ てい る。

IAEAの よ うに原 子 力 に 関 して 最 も権 威 の ある国際的 な専 門機 関

が，前記のよ うな誤 りをIAEA技 術 文 書2に 記 載 した理 由 は判 然 とし

ない が，原子力の平和利用 の分野 において，原子炉施設 に関す る安全基

準 を始 め とす る各種の国際的な安全基準 ・指針 を作成 ・普及 している国

際機 関 として，従前，地震に比 して津波の取扱い を軽ん じ，津波ハザー

ドの評価手法 に関 して確た る内容 を持 った安全基準 ・指針 を示 して こな

かった ことを 自認す ることがため らわれた もの とも推測 され る。

イ また，IAEA技 術 文 書2が 前 記1の 引用 部 分 で念 頭 に置 い てい る

のは，飽 くまで も地震動のハザー ド評価手法 であって，津波 について も

同様 のハ ザー ド評価手法 が当てはま る としてい ると読む こ とはできな

い。

これ は ， 前 記1の 引 用 部 分 がIAEA技 術 文 書2の 「2．1．3．1

地 震 」 の 項 目の 中 で 述 べ られ た 内 容 の 一 部 で あ る こ と， そ の 中 で 更 に

引 用 され て い るIAEA安 全 シ リー一ズNo．50－SG－S1（ 丙A第126号

証 の1及 び2） で は ， 「3．3設 計 基 準 地 震 動 を演 繹 す る手 法 」 の 「3．
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3．1序 論 」 にお いて 「（b）地 震 が活発 な構造 上 の ， また は，地震地体

構・造区分 （引用者注 ：丙A第126号 証 の2・19ペ ー ジ 上 か ら7行

目の 「地 増 構 造 区」 は誤 記 で ある。） の境界部 の，サイ トに最 も近 いポ

イ ン トにお ける， この最大地震 ポテンシャルの発生によって，サイ トに

おいて生 じる設計基準地震動 を算定す る。」 と記載 され ，震源 を，地震

が活発 な構造上の （seismicallyactivestructure） の領 域 又 は地震 地

体 構 造 区分 （seismotectonicprovinces） の境 界 部 にお い てサイ トに近

い位 置に設定すべ きと述べてい ることな どか らも裏付け られ る。

ウ ー般論 として，地震は，震源か ら地震動 を評価す る地点までの地質構

造 が同一で あれば，震源か らの距離が近 いほど観測 され る地震動は大 き

くなることか ら，震源 モデル を地震地体構造区分の境界部 においてサイ

トに近 い位置 に設定す ることは，安全裕度 を増す ことになると考 えられ

る。

しか しなが ら，津波地震 については，地震 のマ グニチュー ドに比 して

津波高 が格段 に大 きくなるとい う特性 をもってい る上，津波水位 を評価

す る地点 に近い陸寄 りに波源 を設定 した場合 の方が，評価地点か ら遠い

日本海溝沿いのプ レー トの沈み込みが浅い場所 に波源 を設定 した場合に

比較 して，必ず しも評価地点 における津波水位が大 き くなるとは限 らな

い。つま り，津波地震 については，波源の位置 を評価地点 に近づけて津

波のハザー ド評価 を行った としても，安全裕度 を増す ことには必ず しも

結びっかないのである。

したがって，前記1の 引用 部分 が 地震 動 のハ ザー ド評価手法について

述べるもので あった として も，それを津波地震の場合にそのまま当ては

めるこ とはで きない ことにな る。そ うす ると，地震にお けるハザー ドの

評価手法をそのまま津波ハザー ド評価手法 として適用す るとい う考え方
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自体が誤 りとい えるのであって，IAEA技 術 文書2を その よ うな考 え

方 に基 づ くもの として解釈す るのは相 当でない とい うべきである。

工 以上 の とお り，IAEA技 術 文書2の 作 成 時 に お い て ，津 波 のハ ザ

ー ド評価 手法に関す る国際慣行 な るものは存在せ ず
，それ ゆえ，前記

1の 引 用 部分 も， 津 波 で は な く， 地震動 に関す るハ ザー ド評価手法 に

ついて述べてい るもの と解釈すべきである。

この ことは，佐竹教授 が，意見書 （2）（丙B第16号 証 ）にお いて ，「設

計 津 波 の水位 計算手法について津波評価技術 が発表 された2002年 当

時， さらには，IAEAが 津波 評価 技術 を参考 と して安全 指針SSG－

18を 策 定 して い る作業 の途 上 にあ った2011年 当時 にお い て も， 日

本 の知 見が む しろ世界 をリー ドしていた と考え られ る。 目本の津波ハザ

ー ド評価が国際的な潮流 と齪齪す る独 自の慣行 に基づいて執 り行われて

いた とは考え難iい。また ，そ もそ もIAEAの 示 す 国際慣 行 な る ものが ，

地 震動 については ともか く津波ハザー ドの評価手法について存在 してい

た とはいえない。」 （同号証 ・5ペ ー ジ） と述べ て い るこ とや ， 岡本教授

が意見書 （丙B第11号 証 ） にお いて ， 「私 は ， 長 年 ，原子力工学 に携

わっています し，その中では海 外の複数 の原子 力発電所 を視 察す るな

どしています し，海外 の知 見 にも触れ て きていますが，それ を踏 ま え

て も，私 にはIAEAが ど う して そ の よ うな こ とを言 ってい るのか理

解 ができませ ん し，法務省訟務 局の担 当者 か らその よ うな こ とを教 え

て もらい，大変驚 きま した。 そ こで，具体 的な英 文 を読 んでみま した

が， この文章 を，上記 の意 図で読 む こ とは間違 ってい る と思います。

少 な くとも地震対策 については，国際慣行 を十分 に満足 しています し，

この文章 で も，東京電力 が津波 に対す る評価 を開始 してい ることを，

これ らの国際慣行 の流れの 中で前 向きに とらえてい ると思います。 （中
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略）津波 に対す る事故前 の リス ク認識 は，世界 的に も，IAEAも 例

外 で は あ りませ ん が ，地 震 に 比べ て低 かったのです。事故 が起 こって

しまった現在であれ ば，津波の リスクを強 く認識で きます。ちなみに，

同 じ論調 を使 えば，100年 前 の ツ ン グー スの 限 石 落 下 を10万 年 に

演繹 して 考慮 す れ ば ， 世 界 中の プラン トで限石落下 を考慮 した対策が

必須 とい う事 にな りますので，明 らかにおか しな論理構成 にな ります。

つ ま り， この文章 の意 図は，津波 に対す る対策が不十分 であった事 を

意図 してい るもの ではない と考 え ざるを得 ませ ん。私 は，地震学 ，津

波学 の研究者 で はあ りませ んが，原子力 工学の分野 で も， 日本 の土木

学会 が作成 した津波評価技術 の考 え方 は，津波 に対す る最新 の考 え方

である と捉 え られ てきま した し，それ は国際的に もその よ うな評価 を

受 けてい るもの と認識 していま した。 む しろ，原子 力発 電所 にお ける

津波対策 の分 野では， 日本 こそが最 も進 んだ研 究 を してお り，本件事

故前まで，他 国で もIAEAの よ うな 国際 機 関 で も， 津 波 対 策 が取 り

上 げ られ るこ とはほ とん どなかった もの と認識 してい ます。他 国での

津波対策 として は，先 に述べ た よ うな米 国のデ ィアブ ロキャニオン原

子力発電所 の事例 な どがあ ります が，米 国のほ とん どの原子力発電所

では地理 的要因 を理 由 と して津波対策 はほぼ考 え られ ていませ んで し

た。 この よ うに，本件事故前 までIAEAが 津 波 を十分 に 取 り上 げ て

きた な ど とい う事 実はな く， 日本 の津 波対策が国際慣行 に反 していた

な どとい う解釈 が正 しいので あれ ば，それ は，本件 事故 に対す るIA

EAの エ クス キ ュ ー ズ で あ る と思 い ます。」 （19及 び20ペ ー ジ） と

述べ て い る こ とか らも裏付 けられている。

また， 国際原子力機 関 （IAEA） にお い て も， スマ トラ沖 地 震 津

波 を契機 に，被 告国及び被告東電等 も参加す る津波評価 に関す る国際

14一



ワー クシ ョップを開催す るな どした上 で，従前 「津波 の検討 をほ とん

ど行 っていなか った」 （佐竹教授回答書 〔丙B第14号 証 の2〕2ペ ー

ジ） 安 全 ガイ ドに津 波 評 価 に関す る内容 を具体 的に盛 り込 むべ く全 面

改訂作業 を進 め，福 島第一発電所事故 直前までに， この分野 で先行す

る我が 国の考 え方 を取 り入れ ，決定論 的評価 に よる場合 には波源 の設

定等 に伴 う不確実性 をパ ラメータス タデ ィに よって考慮すべ きであ る

とす る新 たな外部溢水評価基準 （後 のSSG－18） の最 終 ドラ フ ト

（DS417） を作 成 した と ころ で あ り （甲A第3号 証 ・340～3

41ペ ー ジ）， そ の 作成 過 程 で は 「IAEA担 当者 か ら， （中略 ） 特 に

津 波 に関 して は 日本 にお ける知 見蓄積 が多 く，それ らは新基準 の中に

反 映 したい との説明が あ （る）」（丙A第238号 証 ・2－20ペ ー ジ，

5－9ペ ー ジ） な ど してい た し，実 際 に同事故後 の平成23年11月

に公 表 され たIAEAの 安 全 基 準 （SSG－18） にお い て も， 津 波

評 価 技 術 をIAEA基 準 に適 合 す る基 準 の例 と して参 照 してお り （丙

A第22号 証113な い し119ペ ー ジ），津 波 評価 技術 の考 え方 は科

学的 に想 定で きる最大規模 の津波 を評価す る方法 として福 島第一発電

所事故 の前後 を通 じて国際的に も高い評価 を受けていたので ある。

したがって，我 が国において，津波評価技術 とい う，津波ハ ザー ド評

価 に地震動に関す るもの とは別の評価手法が用い られていた ことは，国

際的な潮流 を リー ドしていた と評 され ることはあって も，津波評価技術

が国際水準未満の低い水準の評価手法であったな どとはい えない。

（3）小括

以上 の とお り，前 記1のIAEA技 術文 書2の 引用 部分 は， その 内容 自

体 が地 震動 に関す るハザー ド評価手法 を津波 に関 してそのまま当てはめる

ことがで きるかのよ うな誤 りを含んでい る上，現時点 において，福島第一

15一



発電所事故により初めて得 られた知見に基づいて回顧的に考察した記載で

ある。原告 らの主張は， これ らを正解せずにIAEA技 術報告書2を 恣

意的に引用 して自己の主張の補強になると強弁するものであって，その

理屈は我 田引水にすぎるとい うほかない。

第41AEAが 再 来 期 間1万 年 に1回 の津 波 を考 慮 すべ き で あ る と述べ てい

る とは考 えられないこと

1原 告 らの主 張

原 告 らは， 「IAEAが 示 す 国 際慣 行 は， ま さに津波 評 価技術 のよ うな既

往最 大の地震 ではな く，当時 か ら被告 国 自らも公表 していた，7省 庁 手 引

きや4省 庁報 告 書 の とお り，『想 定 し うる最大規模の地震 ・津波』 を想 定す

ることを求 めていたのである。」 （原告 ら第50準 備 書 面12ペ ー ジ） と し

て ，IAEA技 術 文書2の 以 下 の記 載 を 引用 し， 同記 載 があ るこ とを もっ

てIAEAが 津 波 評 価 に お い て も1万 年 に1回 の再 来 周 期 を考慮 す べ き で

あった と指摘 しているかの よ うに主張す る。

「発電所の 当初設計時点での一般的 な国際慣行では，地震及 びそれに付随

す る （津波 な どの）ハザー ドの推定手法 を適用時 に，歴 史記録 を用い る こ

ととされ ていた。必要 とされ る低確 率 （通常受 け入れ られてい る再来期 間

は1万 年 単 位 ） と釣 り合 うよ うな先 史デー タがない こ とを埋 め合 わせ るた

め，この慣行で は次 のよ うな想定 を置いていた。 （i） 歴 史記 録 の あ る最 大

の震 度 ま た は規模 に上乗せす る決ま りと， （i） 震源 をサ イ トか ら最短 距 離

に置 く想定 とで ある。」 （原告 ら第50準 備 書 面12ペ ー ジ ， 甲A第158

号証 の1・45ペ ー ジ）

2被 告 国の反 論

IAEA技 術 文書2の 前記1の 引用 部 分 には ， 「国際 的 に認 知 され た， こ
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の安全 寄 りで決 定論的 な手法 は，1970年 代 に用 い られ て い た 国 際基 準

に従 って策定 ・審議 された1979年 のIAEA安 全 シ リー ズNo．50－SG－

S1［11］に も反 映 され て い る」 と記 載 されてい る （甲A第158号 証 の1・

45ペ ー ジ）。

また ， この安 全 シ リー ズNo．50－SG－Sl（ 丙A第126号 証 の1及 び2）

は ， 「原 子力 発 電所 の立 地選 定に関す る地震 とそれ に関連す る トピック」 と

い うタイ トル か ら明 らかな とお り，主 に地震動 に関す る問題 を取 り扱 った

もので あって，津波 について，波源 を当該原子炉 の立地地点 に最 も近い位

置 に設 定 して設計基 準津波 を特 定す るよ うに求 める内容 が記載 されていな

い ことは，上記第3の2で 述 べ た とお りで あ る。

そ うす る と，IAEA技 術 文 書2の 前 記1の 引用 部 分 の記載 は， 「地 震 の

震 源設 定において は，再来間隔約1万 年 単位 とい うよ うな低 確 率 の事象 を

代替す る方法 として，震度 の上乗せ と地震地体構 造内でのサイ トか ら最短

距離 に置 く」 とい う地震 の震源設 定に関す る安全 シ リーズNo．50－SG－Slの

考 え方 と符 合 す る もの の ， それ を超 えて，津波ハザー ドの設定 において再

来期 間約1万 年 を考 慮す べ き とまで指 摘 している とは解 され ない。

したがって，IAEA技 術 文 書2が 述 べ る ところの 「再 来 間隔1万 年 」 は

地 震 動 に 関す る もの で あ って，津 波に関す るもので はない とい えるか ら，

IAEAが 津 波 評 価 にお い て も1万 年 に1回 の 再来 周 期 を考慮 す べ き と指

摘 してい る旨の原告 らの主張 は， 同文書の理解 を誤 るものであって，その

前提 において理由がない とい うべきである。

第51AEAは ，福島第一発電所事故前に長期評価の考え方に基づいて津波

高を予測すべきであったと述べているわけではないこと

1原 告 らの主張
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原告 らは，IAEA技 術 文 書2か ら，後 記 ① ，② の記 載 を引用 して， 「I

AEA技 術 文 書 で も， 以 下 の とお り， 長期評価 に従 った場合 ，津波災害 を

予測できた と結論付 けてい る。」（原告 ら第50準 備 書 面14，15ペ ー ジ）

と主 張す る。

① 「仮 に福 島 県沖の 日本海溝断層で起 きる地震 の震源 モデル と規模 と

につ いて，正 しい想 定 （地震調査研 究 推進 本部 の震源モデル） が行 わ

れ ていたな らば，土木学会の手法でも，安全寄 りの津波高予測値 を与 え

ることがで きたはずで ある6」 （原 告 ら第50準 備 書 面15ペ ー ジ ， 甲

A第158号 証 の1・40ペ ー ジ ）

② 「国 内機 関 で あ る地 震調査研究推進本部 は， 日本海溝沿いの他の場所

で もM8．2の 地 震 を考 慮す べ きで あ る と主張 してきた。東電の実施 し

た試算 にこの立場 を適用 してみ ると，得 られた津波浸水水位値は201

1年3月 に発 生 した 浸水 水位 と非常 に近 く，標準慣行 を用いて得 られ る

水位 よ りはるかに高 くなった。 （中略）国内外で得 られるすべての関連デ

ータをもとに安全寄 りの手法 を用いた評価作業では，2011年3． 月事故

時 に記録 された水位 に近い津波高予測値が得 られていた。」 （原告 ら第50

準備書面15ペ ー ジ， 甲A第158号 証 の1・46ペ ージ）

2被 告 国 の反論

前 記1① の 引用 部 分 は ，被 告 東 電 が 行 った明治三陸地震 の試算結果 にっ

いて，単 に事実関係 を述 べてい るにす ぎず ， これ を もとに津波 を予見す る

ことがで きた と述べてい るものではない。

また，前記1② の 引用 部 分 は ，IAEA技 術 文 書2の 「2．1．7ま

とめ」 との項 目の 中で 述 べ られてい るこ とか らも明 らかな とお り，福 島第

一発電所事故 を事後的 ・回顧的 に検証 した こ とによ り導 かれ たま とめを述

べてい るにす ぎない。
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このように，前記1① 及び②の各引用部分は，現時点から見て，福島第一

発電所事故を回顧的に考察 した記載にす ぎず，被告国が，福島第一発電所

事故前に，地震本部の長期評価の見解 に基づいて津波高を予測すべきであっ

たと述べるものではないとい うべきである。

したがって，前記1① 及び②の引用部分をもって，長期評価 によって被

告国の予見可能性が基礎づけられるとする原告 らの主張が補強 されるとは

いえない。

第6結 語

以上のとお り，IAEA技 術文書2の うち原告 らが自己の主張を裏付ける

ものとして引用する各部分は，地震動ではなく津波ハザー ド評価手法に関

する国際慣行があったかのように読めるなどの誤 りを含むものであったり，

福島第一発電所事故により初めて得 られた知見に基づいて同事故を事後的

・回顧的に考察 したにとどまるものであるか ら，同文書やこれを引用す る

IAEA事 務局長報告書をもって被告国の規制権限不行使の違法をい う原

告 らの主張が補強されるとはいえない。

以 上
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略称語句使用一覧表

略称 基本用語 使用書面 ペ ー ジ 備考
訴状訂正申立書 平成25年6月10日 付け訴状訂正 答弁書

申立書
1

訴状 訴状訂正申立書別添の訴状 答弁書

1

福島第一発電所 東京電力福島第一原子力発電所 答弁書

2

本件将来請求 請求 の趣 旨第3項 （2），第4項 （2）及 答弁書
び第5項 （2）の各請求の うち本件訴

訟事実審口頭弁論終結日後の支払を
求める部分 2

被告東電 相被告東京電力株式会社 答弁書

5

福島第一発電所 平成23年3月11日 に被告東電 の 答弁書
事故 福島第一発電所において放射性物質

が放出される事故 5

国会事故調査報 国会における第三者機関による調査 答弁書
告書 委員会が発表 した平成24年7． 月5

日付け報告書 8

INES 国際原子力 ・放射線事象評価尺度 答弁書

11

ソ連 旧 ソビエ ト連 邦 答弁書

11

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉 答弁書
の規制に関する法律

14

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律 答弁書

16

原賠審査会 原子力損害賠償紛争審査会 答弁書

16

原賠支援機構 原子力損害賠償支援機構 答弁書

17

中間指針 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針 18

中間指針第1次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
追補 子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針追補
（自主的避難i等に係 る損害につい
て） （第一 次追補 ） 18



中間指針第2次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
追補 子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針第二
次追補 （政府による避難区域等の見
直し等に係る損害について） 26

昭和36年 長期 昭和36年 に原子力委員会が策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 39

昭和42年 長期 原子力委員会が昭和42年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 40

最終処分計画 特定放射性廃棄物の最終処分に関す 答弁書
る計画

41

機構 原子力発電環境整備機構 答弁書

41

昭和53年 長期 原子力委員会が昭和53年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 42

昭和57年 長期 原子力委員会が昭和57年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

昭和62年 長期 原子力委員会が昭和62年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

平成6年 長期計 原子力委員会が平成6年6月24日 答弁書
画 に新たな 「原子力の研究，開発及び

利用に関する長期計画」 46

平成12年 長期 原子力委員会が平成12年11月2 答弁書
計画 4日 に新たな 「原子力 の研究，開発

及び利用に関する長期計画」 47

「長期評価」 三陸沖から房総沖にかけての地震活 答弁書
動の長期評価について

53

政府事故調査中 政府に設置された東京電力福島原子 答弁書
間報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員 会作成 の平 成23年12． 月26日

付け 「中間報告」 55

国賠法 国家賠償 法 （昭和22年10． 月27 答弁書
日法律 第125号 ）

57

放射線障害防止 放射性同位元素等による放射線障害 第1準 備書面
法 の防止に関する法律

5

原災法 原子力災害への対応を規定 した原子 第1準 備書面
力災害対策特別措置法

5



省令62号 発電用原子力設備に関する技術基準 第1準 備書面
を定める省令

7

保安院 原子力安全 ・保安院 第1準 備書面

11

JNES 独立行政法人原子力安全基盤機構 第1準 備書面

14

本件設置等許可 福島第一発電所1号 機 については， 第1準 備書面
処分 昭 和41年12． 月1日 ， 同2号 機 に

つ い て は ， 昭 和43年3． 月29日 ，

同3号 機 につ い ては， 昭和45年1

月23日 ， 同4号 機 につ いて は，昭

和47年1月11日 にそれ ぞれ され

た設置 （変更）許可処分

16

後段規制 設計及び工事の方法の認可から施設 第1準 備書面
定期検査までの規制

17

昭和39年 原子 昭和39年5月27日 に原子力委員 第1準 備書面
炉立地審査指針 会によって策定された原子炉立地審

査指針

19

昭和45年 安全 昭和45年4月18日 に動力炉安全 第1準 備書面
設計審査指針 基準専門部会によって策定され同月

23日 に原子力委員会において も了

承 された 「軽水炉についての安全設

計に関する審査指針について」
19

平成13年 安全 昭和45年 安全設計審査指針 は，昭 第1準 備書面
設計審査指針 和52年6月 にその全面改訂が行わ

れ，平成2年8月30日 付 け原 子力

安全委員会決定により全面改訂がさ
れ，平成13年3月29日 に国 際放

射線防護委員会による1990年 勧

告を受けて一部改訂が された

25

平成13年 耐震 平成13年3月29日 に改訂 され た 第1準 備書面
設計審査指針 耐震設計審査指針

26

平成18年 耐震 平成18年9． 月19日 ，原 子力 安全 第1準 備書面
設計審査指針 委員会において，決定された耐震設

計審査指針
30



本件地震 平成23年3月11日 の東北地方太 第1準 備書面
平洋沖地震

35

電気事業法 平成24年 法律第47号 による改正 第2準 備書面
前の電気事業法

1

ク ロロキ ン最高 最 高裁 判所 平成7年6． 月23日 第 二 第2準 備書面
裁判決 小法廷判決 ・民集49巻6号160

0ペ ー ジ 3

宅建業者最高裁 最高裁平成元年11月24日 第二小 第2準 備書面
判決 法廷判決 ・民集43巻10号116

9ペ ー ジ 5

本件各判決 宅建業者最高裁判決，クロロキン最 第2準 備書面
高裁判決，筑豊じん肺最高裁判決及
び関西水俣病最高裁判決 7

クロロ キン最高 宅建業者最高裁判決及びクロロキン 第2準 備書面
裁判決等 最高裁判決

7

筑豊じん肺最高 筑豊じん肺最高裁判決及び関西水俣 第2準 備書面
裁判決等 病最高裁判決

7

宅建業法 宅地建物取引業法 第2準 備書面

8

水質二法 公共用水域の水質の保全に関する法 第2準 備書面
律及び工場排水等の規制に関する法
律 13

その他の規制措 日本薬局方からの削除や製造の承認 第2準 備書面
置 の取消しの措置以外の規制措置

16

延宝房総沖地震 慶 長 三陸地震 （1611年 ） 及び1 第2準 備書面
677年11月 の地 震

31

津波評価技術 原子力発電所の津波評価技術 第2準 備書面

33

政府事故調査最 政府に設置された東京電力福島原子 第2準 備書面
終報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会作成の平成24年7月23日 付
け 「最終報告書」

51

貞観津波 西暦869年 に東北地方沿岸 を襲っ 第2準 備書面
た巨大地震によって東北地方に到来

したとされている津波

54

スマ トラ沖地震 平成16年 イ ン ドネ シア のスマ トラ 第2準 備書面
島沖で発生した地震

57



マイアミ論文 被告東電の原子力技術 ・品質安全部 第2準 備書面

員が平成18年7月 に米国マイア ミ
で開催 された第14回 原子力工学国

際会議で発表した論文
59

女川発電所 東北電力株式会社女川原子力発電所 第2準 備書面

63

浜岡発電所 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 第2準 備書面

63

大飯発電所 関西電力株式会社大飯発電所 第2準 備書面

63

泊発電所 北海道電力株式会社泊発電所 第2準 備書面

63

佐竹ほか （20 平成20年 に刊行 された 「石巻 ・仙 第2準 備書面
08） 台平野における869年 貞観津波 の

数値 シ ミュ レー シ ョン」 （佐 竹健

治 ・行谷佑 一 ・山木滋 ） と題 す る論

文 77

合同WG 総合資源エネルギー調査会原子力安 第2準 備書面
全 ・保安部会耐震 ・構造設計小委員

会 地震 ・津 波，地 質 ・地盤 合 同 ワー

キンググループ
79

本件各評価書 「耐震設計審査指針の改訂に伴 う東 第2準 備書面
京電力株式会社福島第一原子力発電
所5号 機耐震安全性に係る中間報告
の評価について」及び 「耐震設計審

査指針の改訂に伴う東京電力株式会
社福島第二原子力発電所4号 機耐震

ぴ 安全性に係る中間報告の評価につい
て 」 79

原告ら準備書面 原告 らの2013（ 平成25） 年1 第4準 備書面

（2） 1月7日 付 け準備 書面 （2）

1

福島第二発電所 被告東電の福島第二原子力発電所 第4準 備書面

11

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平 成26） 年3 第5準 備書面

（10） ．月12日 付 け準備 書面 （10）

1



原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年5 第5準 備書面
（13） 月7日 付 け準備 書 面 （13）

1

筑豊じん肺最高 最高裁判所平成16年4月27日 第 第5準 備書面
裁判決 三小法廷判決 ・民集58巻4号10

32ペ ー ジ 39

関西水俣病最高 最高裁判所平成16年10月15日 第5準 備書面
裁判決 第二小法廷判決 ・民集58巻7号1

802ペ ー ジ 40

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平 成26） 年3 第6準 備書面
（11） ．月5日 付 け準備書 面 （11）

1

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平 成26） 年5 第6準 備書面
（14） 月7日 付 け準備書 面 （14）

1

安全設計審査指 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第6準 備書面
針 全設計審査指針

55

耐震設計審査指 発電用原子炉施設に関する耐震設計 第6準 備書面
針 審査指針

55

使用停止等処分 平成24年 改正後 の炉規法43条 の 第6準 備書面
3の23に 定める保安 のために必要

な措置 79

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年1 第7準 備書面
（18） 0．月29日 付 け準備 書面 （18）

1

事故解析評価 原子炉設置許可処分申請に際して申 第8準 備書面
請者が実施する事故防止対策に係る
解析評価 7

安全評価審査指 発電用軽水型原子炉施設の安全評価 第8準 備書面
針 に関する審査指針

12

起因事象 異常や事故の発端となる事象 第8準 備書面

25

安全系 原子炉施設の重要度の特に高い安全 第8準 備書面
機能を有する系統

26

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年3 第9準 備書面
（21） ．月12日 付 け準備 書 面 （21）

1

添田氏 添田孝史氏 第9準 備書面

1

島崎氏 東京大学教授島崎邦彦氏 第9準 備書面

5

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年3 第10準 備書面

（22） 月12日 付 け準備 書 面 （22）

1



原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年5 第11準 備書面

（23） ．月8日 付 け準備 書面 （23）
1

実用炉規則 実用発電用原子炉の設置，運転等に 第11準 備 書面

関する規則
4

設置許可基準規 実用発電用原子炉及びその附属施設 第11準 備書面
則 の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 （平成25年 原子力規制委員

会規則第5号 ） 23

バ ックチ ェ ック 新耐震設計審査指針に照らした既設 第11準 備書面
ノレー ノレ 発電用原子炉施設等の耐震安全性の

評価及び確認に当たっての基本的な

考え方並びに評価手法及び確認基準
につ い て 29

伊方原発訴訟最 最高裁判所平成4年10月29日 第 第11準 備書面

高裁判決 一小法廷判決 ・民集46巻7号11

74ペ ー ジ
31

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年7 第12準 備書面

（25） ．月15日 付 け準備 書面 （25）

1

平成3年 溢水事 平成3年10月30日 に発生 した福 第12準 備書面

故 ］ 島第一発電所1号 機補機冷却水系海
水配管からの海水漏洩

1

政府事故調査委 政府に設置された東京電力福島原子 第12準 備書面 甲

員会 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 12

昭和52年 安全 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面

設計審査指針 全設計審査指針 （昭和52年6月1
4日 原子力委員会決定） 21

平成2年 安全設 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面

計審査指針 全設計審査指針 （平成2年8． 月30

日原子力安全委員会決定）
22

基準津波 設計基準対象施設に大きな影響を及 第12準 備書面
ぼすおそれがある津波

29

岡本教授 東京大学大学院工学系研究科岡本孝 第13準 備書面
司教授

8

山口教授 東京大学大学院工学系研究科山口明 第13準 備書面
教授

11

津村博士 財団法人地震予知総合研究振興会地 第13準 備書面
震防災調査研究部副首席主任研究員
津村建四朗博士 12

筒井氏 筒井哲郎氏 第13準 備書面

13

佐竹氏 佐竹健治氏 第14準 備書面

1



都司氏 都司嘉宣氏 第14準 備書面

1

深尾 ・神定論文 昭和55（1980） 年 に発 表 され 第14準 備書面
た深尾良夫 ・神 定健二 「日本海溝の

内壁直下の低周波地震ゾーン」と題
する論文 61

松澤教授 東北大学大学院理学研究科附属地 第14準 備書面
震 ・噴火予知研究観測センター長を

務める同研究科の松澤暢教授 95

阿部 （199 1999年 に発表 された阿部氏の論 第14準 備書面
9） 文 「遡上高を用いたMtの 決定 一歴

史津波へ の応用1 108

新規制基準 実用発電用原子炉及びその附属施設 第15準 備書面
の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 8

推進本部 文部科学省地震調査研究推進本部 第18準 備書面

3

長期評価の見解 長期評価の中で示 された 「明治三陸 第18準 備書面
地震と同様の地震が三陸沖北部から
房総沖の海溝寄 りの領域内のどこで
も発生する可能性があるとする見

解 」
3

本件津波 平成23年3月11日 に発 生 した本 第18準 備書面

件地震に伴う津波
4

佐竹教授 東京大学地震研究所地震火山情報セ 第18準 備書面
ンター長佐竹健治教授

20

今村教授 東北大学災害科学国際研究所所長 ・第18準 備書面
同研究所災害リスク研究部門津波工
学研究分野今村文彦教授

20

首藤名誉教授 東北大学首藤伸夫名誉教授 第18準 備書面

20

谷岡教授 北海道大学大学院理学研究院附属地 第18準 備書面
震火 山研究観測センター長谷岡勇市
郎教授

20

笠原名誉教授 北海道大学笠原稔名誉教授 第18準 備書面

20

阿部博士 原子力規制庁技術参与阿部清治博士 第18準 備書面

20

青木氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官青木一哉氏

21

名倉氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官付安全管理調査官名倉繁樹氏

21



酒井博士 一般財団法人電力中央研究所原子力 第18準 備書面
リス ク研 究 セ ンター研 究 コーデ ィ

ネーター酒井俊朗博士
21

4省 庁報告書 建設省，農水省，水産庁及び運輸省 第18準 備書面
が策定した 「太平洋沿岸部地震津波
防災計画手法調査報告書」

49

7省 庁手引 建設 省 ，農 水省 ，水 産庁 ，運輸省 ， 第18準 備 書面

国土庁，気象庁及び消防庁が策定 し
た 「地域防災計画における津波対策

強化の手引き」
49

日本海溝 ・千島 中央防災会議に設置 された 「日本海 第18準 備書面

海溝調査会 溝 ・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会」

49

日本海溝 ・千島 日本海溝 ・千島海溝調査会による報 第18準 備書面

海溝報告書 告

49

推進地域 日本海溝 ・千島海溝周辺海溝型地震 第18準 備書面

防災対策推進地域

113

技術基準 発電用原子力設備に関する技術基準 第18準 備書面

133

平成20年 試算 被告東電が平成20年 に行った明治 第18準 備書面
三陸地震の波源モデルを福島県沖に

置いてその影響を測るなどの試算
157

試算津波 平成20年 試算による想定津波 第18準 備書面

172

東通発電所 東京電力株式会社東通原子力発電所 第19準 備書面

2

総合基本施策 地震調査研究の推進について 第19準 備書面

6

川原氏 保安院原子力発電安全審査課元耐震 第19準 備書面
班長川原修司氏 15

高橋教授 関西大学社会安全学部教授高橋智幸 第20準 備書面
氏 14

津波PRA標 準 日本原子力学会による規格 「原子力 第20準 備書面

発電所に対する津波 を起因とした確

率論的 リスク評価に関する実施基
準 ：20111 20

津波評価技術2 土木学会による 「原子力発電所の津 第20準 備書面
016 波評価技術2016」

23

重大事故等 重大事故（炉規法43条 の3の6第 第20準 備書面
1項3号 ，実用炉規則4条 ）や重大

事故に至 るおそれ がある事故 ・
26



大竹名誉教授 東北大学名誉教授大竹政和氏 第21準 備書面
2

IAEA 国際原子力機関 第22準 備書面

1

IAEA事 務局 IAEAが 平成27年9月 に公表 し 第22準 備書面

長報告書 たIAEA福 島第一原子力発電所事

故事務局長報告書
1

IAEA技 術文 IAEA事 務局長報告書の附属文書 第22準 備書面

書2 で5巻 から成 る技術文書の うちの第
2巻

1

特に断らない限り答弁書とは，平成25年9月5日 付 け答弁書 を指す。

P


